













当時からみて, 2006年夏に米国の住宅市場がピークを打ち, 翌年夏, 信用力の低い個人向
け住宅投資 (サブプライムローン) 問題が金融動乱を招き, その後も世界が直面する危機
を予知した人はいないと指摘している(２)｡ サブプライムローンに端を発したリーマンショッ
クは, しかし, すでにその予兆がより早く生じていたことが検証されている｡ 予兆の時
期は, ①2005年５月 GM格下げ, ②2006年２月グリーンスパンからバーナンキへ米連邦
準備理事会 (FRB) 議長交代, ③米住宅価格下落, および④2006年米サブプライムロー
ン会社の破綻が含まれる｡ 崩壊の時期は, ①2007年８月仏パリバショック, ②2008年３
月米証券ベアー・スターンズ経営危機であり, 大収縮の時期として, ①2008年９月リー
マン破綻, アメリカ・インターナショナル・グループ (AIG) 等の連鎖危機が大収縮を惹
起し, ②2008年12月米政府, シティグループの救済, ③2009年２月オバマ政権, 金融・経
済対策, 2009年６月 GM一時国有化とまとめている(３)｡ このリーマンショック以後の金
融危機について, たとえば次のような会計関連の問題も含めた主張がある(４)｡


























営が劣り, 日本型経営が優るという単純な図式にはならない, ということがいえよう｡ こ
れは上記の引用から続けて, 極端な株主至上主義, 短期利益主義, サブプライムを招いた
｢強欲｣ は論外であるとはいえ, 本来正しい財務理論を否定するべきではないとし, ｢行き




ここで本稿の前提として, ｢金融資本主義｣ および ｢コーポレート・ガバナンス｣ をキー
ワードに指摘する｡ 金融資本主義は, 前出の ｢欧米型資本主義｣ といってもよいし, 金融
資本主義がグローバルな金融・資本市場を形成することから ｢グローバル資本主義｣(８)と
呼ぶこともできる｡ 米国主導によってバブル崩壊をもたらしたことは前項で示したとおり




古賀智敏 ｢会計理論の変容と経済的実質主義｣ 『會計』 第172巻第３号, 2007年９月, 1‒14頁｡
古賀智敏 ｢経済的実質主義会計の認識基点｣ 『商経学叢』 (近畿大学) 第55巻第１号, 2008年７月, 53‒60頁｡
古賀智敏 ｢国際会計基準と公正価値会計｣ 『會計』 第174巻第５号, 2008年11月, 1‒13頁｡
古賀智敏 ｢金融危機と公正価値会計のゆくえ―新たな財務報告の構築に向けて―｣ 『企業会計』 第61巻第３号,
2009年３月, 4‒10頁｡
 柳良平 ｢あえて世界金融危機の逆境のなかで―正常化後をにらみ, 株主価値を意識した企業会計・財務の変
革を―｣ 『企業会計』 第61巻第１号, 2009年１月, 122頁｡
 同上｡






(International Accounting Standards Committee, 以下 ｢IASC｣) が公表した国際会計
基準 (International Accounting Standards, 以下 ｢IAS｣) と IASC が改組され, 国際会
計基準審議会 (International Accounting Standards Board, 以下 ｢IASB｣) となり, 公
表される会計基準が IAS から IASB の国際財務報告基準 (International Financial
Reporting Standards, 以下 ｢IFRS｣) に変わった, その IFRS/IAS に他ならない｡ IFRS/
IAS を世界に先駆けて採用することで主体性を有しようとする欧州連合 (European
Union, 以下 ｢EU｣) に対して米国では財務会計基準審議会 (Financial Accounting
Standards Board, 以下 ｢FASB｣) という会計基準設定主体がある｡ 米国はこれまでの
FASB等の公表してきた米国GAAPのみの堅持の方向性から, IASBと FASBのコンバー
ジェンス (収斂) ・プロジェクトに着手し, 現在は IFRS/IAS を採用するアドプション
(採用) も検討している｡ 米国証券取引委員会 (Securities and Exchange Commission,
以下 ｢SEC｣) は, 2007年11月には IFRS/IAS によって作成された外国企業の財務諸表も
差異調整表なしで承認し, さらに今後の IFRS/IAS の適用に向けた検討は, グローバル・
スタンダードとしての IFRS/IAS をも自国基準として有利に用いるようにと画策してい
るように見受けられる(９)｡




｢『株式会社 (コーポレーション)』 がより 『よく経営』 されるようにするための諸活動
とその枠組みづくり｡｣
かかる定義は, コーポレート・ガバナンスはよりよい企業経営を行うようにするための






 スコット・キャロン・木村祐基・渋澤健・柳良平 ｢投資家は IFRS をどう見るか―日本企業のコーポレートガ
バナンスの観点からの検討―｣ 『企業会計』 第62巻第７号, 2010年７月, 61頁において, 次のように述べられ
る｡
｢柳…アメリカはずっと自国基準が正しいとしてきたわけですが, それが近年のエンロン事件やリーマンショッ
クで揺れ動いたところへ, 政治家的な手腕にも優れた IASB のトウィーディー議長が上手に取り込んでいっ
た感じがします｡ 今やアメリカは, IFRS 設定主体の内側に入って実質的な権力を持とうというスタンスに変
わりつつあるとも言われています｡｣
 加護野忠男・吉村典久 ｢経営学から論ずるコーポレート・ガバナンス論／会社統治論｣ 加護野忠男・砂川伸
幸・吉村典久共著 『コーポレート・ガバナンスの経営学―会社統治の新しいパラダイム―』 有斐閣, 2010年,
２頁｡
表出したのであり, 米国としては IASB をコントロールしたいと考えているといえよう｡
本稿では, 会計基準のグローバル・スタンダードとして抬頭した IFRS/IAS 設定主体の
IASB の組織体制に論及し, 殊にグローバル資本主義の先頭を走る米国社会を概観し, グ
ローバル化といわれるものの本質をみたうえで, 株主価値の最大化を重視する論点を明確






し, 次のように掲げている(13)｡ ①対外的には, 欧州市場の統合化といった海外グローバル
市場の確立・発展を背景とし, ②対内的には, 中国等の新興市場を含む自国の国内市場の





できる｡ 一方で, 出資者＝所有者である株主が必ずしも経営に携わる必要はない｡ これは 『所有と経営の分
離』 と呼ばれ, この分離が株式会社制度の大きな利点である｡ しかし分離することで, 新たな問題が発生す
る｡ それは, 経営を他人に委ねることから発生する問題―それゆえ, 経営を委ねることができない他の会社
形態では深刻とはならない問題―である｡｣
よりよい企業経営を行うためには, 経営者が不正を行っていないか, 透明性が確保され, 健全経営が行われ
ているか, 利益を獲得するための経営努力をしているかといった情報提供が行われて企業を評価することに
なる｡ コーポレート・ガバナンスの問題は現在, 大きく取り上げられているが, 株主が経営に直接携わらな
い株式会社の形態においてはより一層重要となる｡
 その他の文献でもコーポレート・ガバナンスの定義は, ｢『会社は誰のものか』 という会社の主権にかかわる
問題と, 『望ましい経営のための経営者の行動をどのようにコントロールすればよいか』 という経営者を統制
する仕組みや活動の問題に応えることである｡ 会社法では, 上記のコーポレート・ガバナンスと, 狭義の内
部統制 (コンプライアンス活動, リスク管理活動など) の両者を含む広義の内部統制を構築する義務は取締
役にある…｣ (土屋逸男 ｢日本企業の戦略とコーポレート・ガバナンス―ものづくり優良企業に見る経営改革
の動向と課題―｣ 『経営行動研究年報』 第18号, 2009年７月, 116頁) としている｡ これはわが国の会社法に
おける立場からであるが, コーポレート・ガバナンスは広義の内部統制の範疇にあるということがいえる｡
また, 各国のコーポレート・ガバナンス論の先駆けとなった1992年, 英国のキャドバリー報告書 (Cadbury
Report) では, ｢会社が指揮され, 統制されるシステムであり, 取締役会がその責任を担う｣ と定義した｡ こ
れは ｢会社はだれのものか｣ ではなく, 会社は ｢だれのために, だれによって経営されるか｣ を議論すべき
としている｡ キャドバリー報告書はさらに, ｢取締役会はみずからの会社のコーポレート・ガバナンスの責任
を担う｡ コーポレート・ガバナンスにおける株主の役割は, 取締役および会計監査人を選任し, 妥当なガバ
ナンス構造が整備されていることの確認である｣ と定め, 取締役会の重要性を示唆した (関孝哉著 『コーポ
レート・ガバナンスとアカウンタビリティ論』 商事法務, 2008年, ３, 10頁)｡
 古賀智敏 ｢会計基準グローバル化の認識基点―会計基準グローバル化に向けての同化と分化―｣ 『産業経理』
第67巻第２号, 2007年７月, 13‒14頁｡
古賀智敏 ｢会計基準設定の国際的統一化と日本の会計制度｣ 古賀智敏・鈴木一水・國部克彦・あずさ監査法
人編著 『国際会計基準と日本の会計実務 (３訂版)』 同文舘, 2009年, ３頁｡
株価) への価値転換の媒介をなす機関投資家の成長をもたらし, ④その投資意思決定手段
としてのファイナンス言語の統一化がグローバル会計基準として求められた｡








目的から, 1966年に設立された国際会計士スタディ・グループ (Accountants International
Study Group, 以下 ｢AISG｣) がある(15)｡ 各国の会計士団体が会員となり, 調査研究する
組織であったが, それに止まり, 基準統一化に向かうには限界があった｡ その結果,
AISG 展開後, IASC 確立の動きが始まったのである｡ 1973年, IASC は設立され, 当初
の構成メンバーは, オーストラリア, カナダ, フランス, 西ドイツ (当時), 日本, メキ
シコ, オランダ, 英国およびアイルランド, 米国の会計士団体であった｡ 1983年からは国
際会計士連盟 (International Federation of Accountants) 加盟国の会計士団体が IASC
メンバーとなり, 加盟国が一挙に増加した｡
IASC の目的は, ①会計基準を公共の利益のために作成公表し, 世界的に承認され, 遵
守されることを促進すること, および, ②財務諸表作成の規則, 会計基準・手続の改善と
調和に向けて広く活動すること, である｡
また, IASC の組織は, ①理事会 (Board), ②諮問グループ (Consultative Group),
③諮問委員会 (Advisory Council), ④常任解釈指針委員会 (Standing Interpretations
Committee, 以下 ｢SIC｣) で構成される(16)｡ IAS のデュー・プロセスは, まず理事会代
表者, 諮問グループ, 会計士団体等が提出した新規プロジェクト, 改訂案を収集し, 理事
会で検討する｡ IAS として扱うテーマが決定されれば, 審議議題として起草委員会を組
織し, 検討を加える｡ 公開草案の公表の段階になると起草委員会が公開草案を作成し, 理
事会に諮る｡ 次に理事会の３分の２の賛成によって公開草案は承認され, 会計士団体, 政
府, 証券市場, 監督機関に送付され, 検討される｡ それによって寄せられた意見は, 理事
会の検討に付され, 理事会の４分３の支持を得た場合には, IAS として公表される｡




心に―｣ 『信州短期大学紀要』 第17巻, 2005年12月, 10‒11頁｡
拙稿 ｢国際会計基準制定の歴史的経緯考察｣ 『信州短期大学紀要』 第18巻, 2007年２月, 1‒10頁｡
 AISG 創設の意図は必ずしも会計基準の国際的調和化のみを動機としたわけではなく, 各国会計士協会の思惑
が交錯していたことが, 松本康一郎 ｢IASC 創設までに果たした Benson 卿の貢献と意図｣ 『商経学叢』 (近畿
大学) 第55巻第１号, 2008年７月, 101‒107頁において窺い知れる｡
 IASC 運営組織については, 広瀬義州 ｢IASC と IAS｣ 広瀬義州・間島進吾編 『コンメンタール国際会計基準
Ⅰ』 税務経理協会, 1999年, 3‒8頁に詳しい｡
上で加盟諸国への配慮がなされていることから, 代替的な会計処理方法の自由な選択を認
めており, IAS に準拠して作成された財務諸表は比較可能性において問題があるという
批判があった｡ それに対処するために1989年, 公開草案第32号 ｢財務諸表の比較可能性｣
(Exposure Draft No.32: Comparability of Financial Statements, 以下 ｢ED32｣) を公
表し, 代替的会計処理方法を統一的に限定することを意図した｡ IASC が ED32を公表し
た背景には,証券監督者国際機構 (International Organization of Securities Commissions,
以下 ｢IOSCO｣) がディスクロージャーの国際的ハーモニゼーションないし相互承認の道
を模索し始めたことにより, 1987年に IASC 諮問グループに IOSCO が参加したことにあ
る｡ IOSCO が IASC を支持することにより, 法的拘束力のないプライベート・セクター
の IASC は俄然, 注目を浴びるようになる｡ ｢財務諸表の比較可能性｣ 改善プロジェクト
を1993年に終了させた後も, IOSCO の要求により会計基準として最低限保持すべき包括
的基準であるコア・スタンダードを設定し, 1998年12月に完成した｡ ここまでの紆余曲折
を経て IASCは設立当初よりも90年代に入り, その存在価値が増大したといえる｡ さらに,
2001年になり IASCは新組織に改められ, より一層重要性が増すことになったのである｡
２－２. IASB への組織改革：会計基準のコンバージェンス(17)




プロジェクトが希求されるようになった｡ これには IOSCO により提示されたコア・スタ
ンダードの完成後, 一連の会計基準がクロスボーダーでの資金調達に利用されるとするな
らば, IASC の担う役割も変化するであろうとの認識が背景にある｡ IASC の目的および
組織がいかにあるべきかを検討し, 提言する目的で戦略作業部会 (Strategy Working
Party) が設定され(18), 1998年12月にディスカッション・ペーパー ｢IASC の将来像｣
(Shaping IASC for the Future) を公表し, 1999年12月には ｢IASC の将来像に関する
― ―206
 本項は, 次の文献およびウェブサイトを参考にしている｡
齋藤真哉 ｢会計基準の国際的収斂と証券市場の統合―収斂の必然性と IFRS/IAS 採択の現状―｣ 平松一夫編
著 『国際財務報告論―会計基準の収斂と新たな展開―』 中央経済社, 2007年, 3‒21頁｡




古賀智敏 ｢会計基準設定の主体とプロセス｣ 古賀・鈴木・國部・あずさ監査法人, 前掲書, 18‒29頁｡
企業会計基準委員会訳 『国際財務報告基準 (IFRS) 2009』 中央経済社, 2009年｡
IFRS Foundation and the IASB, http://www.ifrs.org/Home.htm.
 平松一夫 ｢会計基準国際化の歴史的経緯と今後の課題―調和からコンバージェンスへ―｣ 『企業会計』 第60巻




な組織構造を必要とする, ③コア基準の作業プログラムが完了した後の IASC の戦略及び構造を検討する必
要がある, といった課題を抱えていた｡｣
勧告｣ (Recommendations on shaping IASC for the Future) と題する報告書を公表し,
理事会で承認された｡ 2001年, IASC は改組され, IASB が発足したのは, 本報告書で具
体案が検討されていたことによる｡
組織改革によって会計基準設定主体が IASB となり, その組織構造は新たに ｢IASC 財
団 (IASC Foundation)｣ (以下 ｢IASCF｣) を上部組織とし, ｢評議員会 (Trustee)｣,
｢IASB｣, ｢基準諮問会議 (Standards Advisory Council)｣ (以下 ｢SAC｣), および ｢国際財
務報告解釈指針委員会 (International Financial Reporting Interpretations Committee)｣
(以下 ｢IFRIC｣) が下部組織となっている｡ なお, IASC から IASB へと組織改革が断行
されたこともあり, IASCF では名称に矛盾も感じられるであろう｡ 2010年より IASCF
から ｢IFRS 財団｣ (以下 ｢IFRSF｣) に改称された｡ また, IFRIC の前身は IASCでは SIC
であり, SAC も現在は ｢国際財務報告基準諮問会議 (IFRS Advisory Council)｣ (以下
｢IFRSAC｣) という｡ さらに, 2009年からは ｢モニタリング・ボード (Monitoring Board)｣
が新設されている｡ かかる改組によって活動する本組織の目的は, 次のとおりである｡
(a) 公益に資するよう, 世界の資本市場参加者およびその他の利用者が適切な経済的意
思決定に役立つように, 高品質で透明性があり, かつ, 比較可能な財務諸表および









IFRSF の評議員会の22名の評議員が IASB の活動の監視を行っている｡ 評議員会は,
IASB, IFRSAC, IFRIC のメンバーの任命, IASB の効率性およびデュー・プロセスと協
議手続の遵守状況の監視, 適切な資金調達取り決めの維持, IFRSF の予算の承認, およ
び定款の変更の責任を負う｡
評議員会は, 監査人, 作成者, 利用者, 学識者, 公務員等の個人が, グループとして職
業的バックグラウンドの適切なバランスがとれるように構成されており, また, 地理的バ











IFRSACは IASB の議題の決定および作業の優先順位に関して IASBに助言を与え, 主
要な基準設定プロジェクトについて IFRSAC メンバーの意見を IASB に伝えるほか, そ
の他の助言を IASBと評議員会に提供する｡




















開される｡ 任期は３年であり, IFRSAC の議長は IASB のメンバーの職を兼務できない｡
また, IASB は主要なプロジェクトについて最終決定に先立ち, IFRSAC と協議する必要
がある｡
 IFRIC
IFRIC は, IASB が財務会計・財務報告の基準を開発し改善するにあたり, IASB を補
佐するために, 評議員会により任命される｡ IFRS で具体的に取り扱っていない, 新たに
判明した財務報告上の問題点や, 不十分または相矛盾する解釈が生じている可能性がある








モニタリング・ボードのメンバーは, 欧州委員会の責任者, IOSCO 新興市場委員会委









比較可能性については IFRS において重視されていることから, 代替的会計処理方法を
極力排除するようにしている｡
 資産・負債観 (アプローチ)
資産・負債観 (アプローチ) は, IFRS によると資本取引以外による期首と期末の株主
持分の変動と捉えられる包括利益を業績指標として重視している｡
 公正価値会計, キャッシュ・フロー会計, 連結会計の重視
資産・負債アプローチの考え方に連繋して将来キャッシュ・フローの予測のように投資
家の意思決定に資する情報提供のために, 公正価値会計へのシフト, キャッシュ・フロー





 橋本尚・山田善隆共著 『IFRS 会計学基本テキスト』 中央経済社, 2009年, 27‒30頁｡















３. 米国と EUにおける IFRS/IAS 対応に向けた戦略動向
―コンバージェンスからアドプションへ―
３－１. IASB と FASBの共同プロジェクトと EUの動向(20)
 ノーウォーク合意とMOU
2002年９月, IASB と FASBは国内外で使われる高品質で比較可能性の高い会計基準開
発のために, 両者の会計基準に存在する差異を解消する方針をまとめ, IFRS/IAS の統合
を図ることについての包括的な協定を締結した｡ これを FASB の本拠のある米国コネチ
カット州ノーウォークで会議が開かれたことから, ｢ノーウォーク合意｣ (The Norwalk





ノーウォーク合意に基づいて, 2005年４月には SEC と EU が ｢ロードマップ｣
(Roadmap) に関する合意を公表した｡ これは, 米国で資金調達する外国企業が IFRS に
基づいて作成された財務諸表を利用している場合には, 米国 GAAP との差異調整表を作
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 本項は, 以下の論稿を参考にしている｡
加藤厚 ｢IASB と FASB の共同プロジェクト―関連する日本のプロジェクトへのインパクトの考察―｣ 『企業
会計』 第59巻第１号, 2007年１月, 53‒55頁｡
石原宏司 ｢会計基準をめぐる欧州 (EU) と米国の状況｣ 『季刊会計基準』 第18号, 2007年９月, 37‒46頁｡
平松, 前掲稿, 21‒23頁｡
平松一夫 ｢コンバージェンス後のわが国会計基準の展望｣ 『企業会計』 第61巻第１号, 2009年１月, 26‒28頁｡
山田辰己 ｢IASB を巡る国際動向と日本の対応｣ 『企業会計』 第60巻第４号, 2008年４月, 27‒30頁｡
山田辰己 ｢IFRS 設定の現状と展望｣ 『企業会計』 第61巻第１号, 2009年１月, 52‒54頁｡
間島進吾 ｢IFRS 導入の意義と課題｣ 『企業会計』 第61巻第８号, 2009年８月, 18‒19頁｡
監査法人トーマツ IFRS サービスセンター, 前掲書, 4‒14頁｡
成することとなっていたが, 2009年までに廃止するということを SEC が表明したもので
ある｡ この差異調整表の廃止は EU からの強い要請があったもので, SEC と EU の行政
交渉によりロードマップへと至ったことによる｡
SEC は上記の条件として, IFRS/IAS が米国 GAAP に勝るとも劣らない高品質である
ことを確保するため IASB・FASB のコンバージェンス作業が2007年末までにより一層進
展することを要求した｡ この動きを受けて, IASB と FASBはノーウォーク合意を発展さ
せて, 2006年から2008年までのコンバージェンス・プロジェクトの新たなロードマップで
ある ｢覚書｣ (Memorandum of Understanding, 以下 ｢MOU｣) を2006年２月に公表し
た｡ MOUは10の短期統合化項目と11の長期統合化項目に分かれている｡
2007年末までに多くの統合化の目標が達成されたことを SEC が評価し, 同年11月15日
より後に始まる会計年度から, IFRS/IAS に準拠して財務諸表を作成する, 米国で資金調
達をする外国登録企業に対しては差異調整表の作成を要求しないことにした(21)｡
 EUによる同等性評価
EUは, 2002年５月に EU 域内での IFRS/IAS の採用についての決定を行った｡ EU 加
盟国の上場企業でも以下の例外に該当する場合を除いて, 2005年１月１日以後に開始する
年度から IFRS/IAS に準拠した連結財務諸表を作成するとした｡




欧州委員会 (European Committee, 以下 ｢EC｣), 欧州議会 (European Parliament)
は, 2003年12月に発行市場における ｢目論見書指令｣, 2004年12月に流通市場における




諸表を作成すると IFRS/IAS と同等と認められない場合には, EUで資金調達ができず,
EU市場から締め出されることになる｡
2005年７月, EU の指示を受けた欧州証券規制当局委員会 (Committee of European
Securities Regulators, 以下 ｢CESR｣) は, 米国, 日本, カナダ３カ国の会計基準と
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 米国の IFRS への対応は, 以下の論稿に詳しい｡
杉本徳栄 ｢IFRS 受入れを巡る米国の対応｣ 『企業会計』 第60巻第４号, 2008年４月, 41‒50頁｡
杉本徳栄 ｢米国内での IFRS 適用に向けた動き｣ 『企業会計』 第61巻第１号, 2009年１月, 61‒74頁｡
なお, ケビン・Ｍ・スティベンソン稿, 石井明訳 ｢国際会計基準審議会に対する個人的意見｣ ジェーン・Ｍ・
ゴドフレイ, ケルン・チャルマース編, 古賀智敏監修, 石井明・五十嵐則夫監訳 『会計基準のグローバリゼー
ション』 同文舘, 2009年, 56‒57頁では, 以下のように差異調整表廃止の反対を主張している｡
｢調整表の廃止は, 財務諸表作成者や監査人にとっては便宜的な恩恵をもたらすであろうが, かえってそれ
は, 財務報告を開発するための動機づけを阻害してしまうことにならないだろうか｡ 一旦, 賞金を獲得して
しまうと, IFRS を経由しての財務報告をさらに開発し促進することに大きく水を差してしまわないのだろう
か｡ また, 調整表を廃止することにより, FASB が獲得してきた財務報告の開発の多くのことに水を差して
しまわないのだろうか｡｣
IFRS/IAS との同等性評価を行わせ, その結果が技術的助言書として公表された｡ それに
よると, 米国19, 日本26, カナダ14とそれぞれの個々の会計基準の補正措置が求められた
が, 各国とも会計基準は全体として IFRS/IAS と同等であるという評価であった｡
先の IASB と FASB の共同プロジェクトは, このような EU における IFRS/IAS 強制
適用や同等性評価対策が根底にあるといえる(22)｡
３－２. コンバージェンス・アプローチからアドプション・アプローチへ
IASC から IASB に改組され, 会計基準もハーモニゼーションからコンバージェンスの
アプローチへと移行し, 現在はさらに進行してアドプション・アプローチへの動向となっ
ている｡ わが国でも当然, IFRS/IAS をめぐる国際的動向には対応している｡ 日本の会計
制度の変遷からみて, 次の３つに分類することができる(23)｡
第１期が, 1949 (昭和24) 年に制定された ｢企業会計原則｣の時代である｡ 同原則が約半
世紀にわたり, 日本の会計制度史の中核であり続けたが, 第２期以降の会計制度の変革の
なか, 同原則のあり方についての十分な議論もなされず, 埋没してしまった感が否めない｡
第２期は, 1997 (平成９) 年, 時の政権, 橋本内閣が ｢金融ビッグバン｣ を掲げ, その
一環として会計制度の改革を行い, いわゆる ｢会計ビッグバン｣ といわれる会計基準のハー
モニゼーションに対応した新会計基準が公表されるようになった｡
第３期は, 2005 (平成17) 年の CESR が行った同等性評価から始まった｡ もはやハー
モニゼーションとは格段に異なるコンバージェンスに始まり, 日本の企業会計基準委員会
(Accounting Standards Board of Japan, 以下 ｢ASBJ｣) と IASB は, 2007年に共同声
明を表明した｡ いわゆる ｢東京合意｣ と呼ばれるもので, 2011年６月30日にはコンバージェ
ンスの作業日程を終えるという目標期日が取り決められた｡
アドプションについて, 日本企業では IFRS/IAS は2010年３月期から一部の企業に任
意適用となり, 強制適用についての是非は2012年には判断することになっている｡
さらに米国ではアドプション・アプローチへの方向性が強まっている｡ 先に示したよう
に, 2007年には米国での外国登録企業に対して IFRS/IAS に準拠して作成された連結財
務諸表は, 米国 GAAP による差異調整表をなしでよしとすることを取り決めた｡ また,
2008年11月には, 2010年から米国上場企業の連結財務諸表に IFRS/IAS を早期に任意適
用し, 2014年以降には IFRS/IAS を段階的に強制適用するか否かの決定を2011年に行う
ロードマップ案を SEC は公表した｡ 2010年２月にロードマップ案に対するコメント・レ
ターを SEC は分析し, 内容を修正した ｢SEC のコンバージェンスと国際会計基準の支持
声明｣ を公表した｡ それによると, 早期の任意適用は行わず, 2015年以降に IFRS/IAS
の強制適用を行うか, 2011年に決定することを提案している(24)｡ さらに, MOUプロジェ
クトに関しては, 何度か改訂されているものの2011年６月に完成させることを目指してい
る｡ 当該対象項目は, ①連結, ②認識の中止, ③公正価値測定, ④金融商品, ⑤財務諸表
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 EUの IFRS への対応は, 以下の論稿に詳しい｡
小津稚加子 ｢EUにおける会計基準統合プロセス｣ 『企業会計』 第59巻第１号, 2007年１月, 69‒77頁｡
小津稚加子 ｢EUによる同等性評価の最新動向｣ 『企業会計』 第60巻第４号, 2008年４月, 33‒40頁｡
高井大基 ｢EUの IFRS 採用と各国の対応｣ 『企業会計』 第61巻第１号, 2009年１月, 75‒83頁｡
 石川純治著 『変わる会計, 変わる日本経済』 日本評論社, 2010年, 73‒77頁｡
 岩崎勇 ｢国際財務報告基準 (IFRS) を巡る米国の会計戦略｣ 『税経通信』 第65巻第10号, 2010年９月, 39頁｡
の表示, ⑥金融商品の資本と負債の区分, ⑦リース, ⑧退職後給付, および⑨収益認識の
９つである｡ スケジュールとしてはタイトであり, 完成予定である2011年６月を遅れる見
込みである(25)｡ しかし, それに対して IASB 理事の山田辰己は懸念していないとし, 次の
ようにその理由を述べられる｡ ｢…IASB の発足以来進んでいる IFRS を中心とした会計
基準の収斂は, 資本市場の世界的な一体化及び企業活動のグローバル化を反映したもので
あり, このような経済活動が続く限り, 企業業績を１つの会計基準で測定したいという需










① 完全採用アプローチ (自国基準を廃止, 完全に IFRS/IAS を採用)
② 不完全採用アプローチ (自国基準を廃止, IFRS/IAS の一部を適用除外 (カーヴ・
アウト) し, 大部分を受け入れたり, IFRS/IAS をベースに自国基準を設定したり
して採用)
③ ダブル・スタンダード・アプローチ (自国基準を維持しつつ, 一定または全部の企
業について IFRS/IAS の採用)
また, コンバージェンス・アプローチにも国内外のすべての企業に自国基準を強制す
るもの, 国内企業には自国基準を強制し, 外国企業には IFRS/IAS を承認するもの,
外国企業・国内企業のうちEUや米国等の海外市場に上場しているといった一定の企業
のみに IFRS/IAS を認めるもの, および国内・外国企業について自国基準のほかに
IFRS/IAS の使用も認めるものが考えられる(28)｡ が, 2008年３月以降の米国の対応に該
当する｡
前出の米国および EU の IFRS/IAS への対応から, 岩崎勇は次のように各戦略を定義
している(29)｡ すなわち, EUが IFRS/IAS を世界に先駆けて採用することを後ろ盾として,
同等性評価戦略を活用したアドプション・アプローチにより米国市場で EU 企業が
IFRS/IAS に準拠して作成した連結財務諸表を差異調整表なしで受け入れ可能とする戦略
を ｢IFRS の米国市場無調整受入戦略｣ と名付けている｡ また, EU がリーダーシップを
発揮して IFRS を作成し, その基準 (実質 EU 基準) を世界基準としようとする戦略を
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	 山田辰己 ｢IFRS と米国会計基準の収斂｣ 『税経通信』 第65巻第10号, 2010年９月, 2‒3頁｡

 同上稿, ３頁｡




｢EU 基準国際化戦略｣ としている｡ それに対抗し, 米国は, 従来の米国 GAAPをグロー
バル・スタンダードとする戦略を ｢米国基準国際化戦略｣ とし, 斎藤静樹が, ｢IASB を
実質的に支配できるとみた米国にとっては, 米国基準に国際基準のラベルを貼って世界に
使わせるか…｣(30)と述べられるように, 米国がリーダーシップを発揮して実質米国基準の






いであった｡ その目的を果たしたようにみえても, 米国が認めたのは欧州版の IFRS (い
わゆる, ローカル IFRS―筆者注) ではなく, IASB 版の純粋 IFRS であった｡｣(32)とし,






される｡ 前述したように金融危機の崩壊の時期が2008年より始まり, 米国, EU, IASB
はそれに係る問題に対応した｡ たとえば, 米国では時価会計 (公正価値会計) を停止する









 斎藤静樹 ｢会計基準グローバル化の展望と課題―時価会計の見直しにふれて―｣ 『企業会計』 第61巻第１号,
2009年１月, 19頁｡
 また, 藤田晶子 ｢IFRS 導入と EU／フランス｣ 『国際会計研究学会第27回研究大会 統一論題報告』 資料
(2010年９月11日) によると, EU のなかの１国としてフランスのみを取り上げても, 国内における諸制度
(税法等) をコンバージェンスせずして会計基準のみの国際的コンバージェンスは不可能であることから, 連
単分離の限界を指摘される｡ それゆえ, 単体基準を国内基準に合わせて堅持することで, 連結基準, すなわ
ち, 国際基準をフランス国内基準に合わせようという傾向にあるとする｡








強化であるかの問題となる｡ つまり, 金融危機によって, 不透明な情報開示→透明性の規
制強化→会計基準の強化, となるが, 会計基準の ｢強化｣ ＝会計の ｢進化｣ ではない｡ 会
計 ｢計算｣ の進化と情報 ｢開示｣ の強化とは別であり, 開示の会計ルールと計算の会計ルー
ルをいっしょくたにして ｢進化｣ とはいえないといえる｡ ここでは, 金融危機→時価情報






ある(40)｡ 連単分離 (連結と単体の財務諸表とを分離し, 連結で情報提供機能を果たさせ,
単体で利害調整機能の役割を担わせようとする考え方) および連結先行 (連結を先に



















岩崎勇 ｢会計基準のコンバージェンスと会計の新動向｣ 『年報財務管理研究』 第20号, 2009年５月, 32‒37頁｡
岩崎勇 ｢国際財務報告基準の採用のメリットと課題｣ 『會計』 第176巻第５号, 2009年11月, 32‒45頁｡
岩崎 (2009年９月), 前掲稿, 78‒85頁｡
 岩崎 (2009年５月), 同上稿, 36頁｡
 古賀 (2007年), 前掲稿, ４頁｡
古賀 (2008年７月), 前掲稿, 55頁｡
古賀 (2009年), 前掲稿, ５頁｡
 古賀 (2008年７月), 同上稿, 56頁｡
古賀 (2008年11月), 前掲稿, １頁｡
公正価値評価によることから評価アプローチであり, 公正価値で評価がなされる｡ ③のナ































 古賀 (2007年), 前掲稿, 5‒6頁｡
古賀 (2008年７月), 同上｡
古賀 (2009年), 前掲稿, ５頁｡
 詳しくは古賀 (2008年11月), 前掲稿, 2‒6頁を参照されたい｡
 同上稿, 5‒6頁｡
 古賀 (2009年), 前掲稿, 8‒9頁｡











所得等の格差拡大, 地球環境破壊といった ｢負の効果｣ をもたらす主犯格であると, ｢新
自由主義｣ の思想を日本にも浸透させ, その ｢構造改革｣ の急先鋒であった中谷巌が自戒






ウォール街に20年以上身を置く投資銀行家の神谷秀樹は, 米国では ｢強欲資本主義｣ が
蔓延っていると糾弾している(54)｡ 米国とは ｢自己責任｣ の社会である｡ 特に新自由主義思
想においては, 貧しい境遇にある人たちは自助努力が足りず, 同情は不要であり, 助ける
のは甘やかしにつながることになる｡ 手厚い福祉制度は人々を堕落させ, 社会全体の効率









 岩崎 (2009年９月), 前掲稿, 77頁｡
岩崎 (2009年11月), 前掲稿, 43頁｡
 中谷, 前掲書, 2‒21頁｡
 同上書, 20‒21頁｡
 同上書, 21‒22頁｡
 神谷秀樹著 『強欲資本主義 ウォール街の自爆』 文藝春秋, 2008年, 10‒14頁｡





公的医療が膨らむほど, 大企業の負担する保険料が増えるからだ｡ そのため政府は 『自己
責任』 という言葉の下に国民の自己負担率を拡大させ, 『自由診療』 という保険外診療を

















｢…アメリカでは一般従業員と CEO (最高経営責任者) との報酬格差は拡がる一方で,
強烈な格差社会になっている｡ 1980年米国企業 CEOの平均的年収は, 労働者の42倍だっ
たが, 2005年には実に262倍に拡がった｡ かつては 『ミリオネア』, すなわち100万ドルの
報酬を手にすることが成功の証しだった｡ しかし, 人間の欲望は計り知れない｡ 現在ウォー
ル街で働く, 野心的なバンカーやファンド・マネージャーが目標としているのは 『ビリオ
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 堤未果著 『ルポ貧困大国アメリカ』 岩波書店, 2008年, 64頁｡
 同上｡
 堤未果著 『ルポ貧困大国アメリカⅡ』 岩波書店, 2010年, 115頁｡
 同上書, 214頁では以下のように指摘している｡
｢…教育に医療, 高齢化に少子化, 格差と貧困, そして戦争といった問題をつきつめてゆくと, 戦争の継続
を望む軍産複合体を筆頭に, 学資ローンビジネス, 労働組合や医産複合体, 刑産複合体など, 政府と手を結
ぶことで利権を拡大させるさまざまな利益団体の存在が浮かびあがってくる｡ 世界を飲みこもうとしている
のは, 『キャピタリズム (資本主義)』 よりむしろ, 『コーポラティズム (政府と企業の癒着主義)』 の方だろ
う｡｣
たとえば, 貧しい地域の高校生のリストを入手し, 米軍は大学学費免除を条件に入隊の勧誘をする｡ このよ
うに政府は格差を拡大する政策を打ち出し, 経済的に追い詰められた国民は, 兵士として, または戦争請負
会社の派遣社員として戦争ビジネスを支える｡ 戦争はグローバリゼーションによって形態自体が様変わりし
た｡ 生活苦から戦争に行く派遣社員は愛国心とも無縁であるから戦死しても兵士のように英雄ではなく, 自
己責任で片付けられる (堤 (2008年), 前掲書, 102‒104, 177頁)｡
 中谷, 前掲書, 171‒172頁｡






る(64)｡ そこにはつまるところ, 株主至上主義が介在する｡ すでに述べたように, 会社は株
主のものであり, そのことから, ファンド・マネージャーにとって株主価値の最大化を標
榜することが重要な任務になってくる(65)｡ したがって, グローバル・スタンダードの名の













SEC が株主尊重の立場であっても, GAAP として受け入れられた｡ その後も会計士協会
が中心となり会計原則を公表してきたが, 公認会計士も会計士協会も多くの利害関係者の
１つにすぎず, GAAP として認められるには, 他の利害関係者集団も会計原則採択に参
加させるべきであるとするクレームが発せられた｡ その疑問に対処すべく, 1973年に設立
されたのが, 会計士協会はもちろんのこと, さまざまなフィールドから選出された常任委
員で構成された FASB である｡ このようにして各種利害関係者が納得して採択される会
計基準を公表することで特定の利害関係者の立場ではなく, すべての利害関係者の利害を
調整することができる(66)｡
FASB 設立と時, 同じくして IASC が設立された｡ この当時には国際間の資本移動が一
層盛んになり, 会計基準統一の気運が高まってきた時期である｡ 稲垣冨士男は, 1970年代
から80年代にかけて, 米国の製造業は生産性が低下し, Ｍ＆Ａで窮地を乗り切る状況が多
くなるとともに, 金融市場で投機的に運用するようになり, 他方, 投資ファンドが投資す
ることで金融資本主義と呼ぶにふさわしい状況が出現したと指摘され, その金融資本主義
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 神谷は以下のように述べられる (同上書, 73頁)｡
｢グローバル・スタンダードを推進している中心人物は, 間違いなく米国の巨大投資銀行のトップたちであ
ろう｡ きわめて単純化すれば, 証券の世界における販売システムが, 世界の10社にも満たない巨大投資銀行
(預金金融機関の投資銀行部門も含む) に握られているといっていい｡｣
 詳しくは同上書, 126‒129頁を参照されたい｡
 稲垣冨士男 ｢会計主体の軌跡｣ 『産業経理』 第69巻第２号, 2009年７月, 5‒7頁｡
の進展により資産評価の問題が生じ, 資本の国際的移転に即応するための会計基準である
IAS においても時価評価の基準が要求されるようになったと述べられる(67)｡ このことか












とは, 株主に利益をもたらすためのものといわざるとえない｡ FASB 設立の経緯からし
ても本来であれば, 特定の利害関係者の立場ではないはずであるが, そこにはさまざまな
利害関係者が対等な立場にいないことが判明しているのである｡
次に IFRS/IAS の個別基準として, 国際会計基準第34号 ｢中間財務報告｣








ことになった｡ はたして日本企業の体質に適合するかは未知数であり, 中谷は, ｢…日本







 野村健太郎 ｢金融危機と経営・会計｣ 『税経通信』 第65巻第11号, 2010年10月, 48頁｡
 稲垣, 前掲稿, ９頁｡
 詳しくは以下の論稿を参照されたい｡
拙稿 ｢国際会計基準第34号 『中間財務報告』 管見―日米英基準との若干の比較検討―｣ 『千葉商大論叢』 第38
巻第３号, 2000年12月, 153‒181頁｡
拙稿 ｢中間・四半期財務諸表の作成｣ 菊谷正人編著 『IFRS・IAS (国際財務報告基準・国際会計基準) 徹底
解説』 税務経理協会, 2009年, 295‒302頁｡
 中谷巌 ｢グローバル資本主義がもたらすもの｣ 『企業会計』 第61巻第８号, 2009年８月, ３頁｡






























 中谷は, ｢…国と国の間の色々な障害, 摩擦というものをできるだけ取り除いて―これを私は 『ツルツルの廊
下』 と呼んでいますが―, 国と国とが 『ツルツルの廊下』 で結ばれる世界になってしまうと, 今回の金融危
機に示されるようなおかしなことになるわけです｡ … (略) …もし人の移動も, お金の移動も 『ツルツルの
廊下』 で世界中自由だとすると, 検疫体制が取れず, 蔓延することになります｡ 『国』 という防壁があるから
何かが起こった時に止められる｡ それを全部世界国家的に１つの国として自由にすると, もう止められない
事態になるわけです｡｣ (同上稿, ２頁) と述べられ, ボーダレス化した国際経済下において米国発の金融危
機が原因で, ある国のグローバル金融資本を一挙に他の国々に流出させてしまうような事象を危惧される｡










あろう｡ 2011年６月までに IFRS/IAS と日本基準のコンバージェンス作業を終える目標















料とし, 日本型経営を尊重しつつ, IFRS/IAS 導入を慎重に行うことが必要になるといえ
よう｡ もし将来, 強制適用となった場合には当面はダブル・スタンダードのアプローチを
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 中垣昇 ｢日本型経営システムとコーポレート・ガバナンスの展望｣ 『中京経営研究』 (中京大学) 第19巻第２












 姚, 前掲稿, 149‒151頁｡
 詳しくは, 野村健太郎 ｢急激な円高と産業空洞化の恐怖―時価会計との関連に着眼して―｣ 『税経セミナー』
第55巻第15号, 2010年11月, 5‒8頁を参照のこと｡
 岩崎 (2009年９月), 前掲稿, 77頁｡
とることが望ましいのではないかと思われる｡ これまでの検討結果から, IFRS/IAS の
存在はより一層刮目されるとともに, 米国には自国基準があり, IFRS/IAS をいかに取り
込むか, また, 欧州から生まれた IFRS/IAS に対して EU はいかにリーダーシップを発
揮するかという, 米国, EUにおける主導権争いの角逐にも注視しなければならないとい






た｡ 会計のグローバル・スタンダードは IASB の公表する IFRS/IAS であり, 米国にお
いても IASB と FASB のコンバージェンス・プロジェクトを推進し, より一層グローバ
ル・スタンダードとしての IFRS/IAS の存在価値が大きくなっている｡ 本稿では
IFRS/IAS の制度的変遷だけでなく, 特に欧米型経営からもたらされた株主至上主義, 短
期利益主義等を特徴とするグローバル資本主義の先端を行く米国社会も概観し, グローバ
ル化の本質を検討したうえで, IFRS/IAS 適用の可能性に関して考察している｡
IASCから IASBへの組織改革に言及し, 会計基準のハーモニゼーション, コンバージェ
ンスから現在はアドプションへの移行が各国会計基準設定主体によって検討されている段
階である｡ IASB と米国 FASBの短期コンバージェンス・プロジェクトであるノーウォー
ク合意からさらに発展させてMOUロードマップが公表された｡ EUは CESR に同等性評
価を行わせ, その結果, 日本では26の個々の会計基準の補正措置が要求された｡ それによっ
て, 日本のASBJ は IASB と2007年に ｢東京合意｣ という共同声明を表明し, 2011年６月
にはコンバージェンスを終えることが取り決められた｡
また, IFRS/IAS を実質米国基準としたい米国と実質 EU基準としたい EUとのイニシ
アティヴをどちらが握るかも逐次経緯を見守る必要があるといえよう｡ 日本は米国に追従
することになるといえることから, 米国がアドプション・アプローチを採択するならば,
日本も早晩, 同アプローチを採択することになるであろう｡ しかし, これまでの行き過ぎ
た市場原理主義に示されるようにグローバル資本主義は米国社会を蝕んでいる｡ 日本でも
グローバルな金融・資本市場のなかで慎重な姿勢を崩さないことが肝要である｡
金融危機等で縮小した日本企業の国際的な信認を高めるためにも IFRS/IAS の適用は
必要かもしれないが, 日本では日本型経営が一部見直される傾向にある｡ 米国に追従する
日本ではあるが日本の企業環境のシステムが瓦解しないように日本型経営の考え方を尊重
しつつ市場指向型会計のシステムが今後, 徐々にシフトされることが考えられる｡
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